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高規格堤防は、その特別区域において堤防整備後も通常の土地利用が行われる。このため、地震に対して宅

地造成地盤と同程度の耐震機能を有する必要があり、効率的な耐震対策が求められる。また、一般堤防（土堤）

を含めた河川構造物の大規模地震動（レベル2地震動）に対する耐震性能照査指針（案）の編集が進められてお

り、高規格堤防においても同様の耐震性能照査の検討と評価手法の確立が急務となっている。

本報告では、高規格堤防整備事業における耐震対策の効率的な実施に向け、多角的な側面から幅広く検討を

行うと伴に、レベル2地震動対応における耐震性能規定等の整理も行った。この結果、効率的な耐震対策実施の

検討では、従来の設計思想（円弧すべり計算手法）に代わる新しい評価方法である動的変形解析手法の導入、

固化工法による堤防直下部への斜め型地盤改良工法の適用、ならびに、施策面では堤内地側の一部用地を取得

して耐震対策を縮小する施策等によるコスト縮減の可能性を示した。レベル2地震動対応における耐震性能規定

の検討では、過去の被害報告事例に関する参考文献等から終局限界状態と見なせる地表面の限界傾斜角を検討

し、同時に、動的変形解析手法に必要な工学的基盤面におけるレベル2地震動波形（プレート境界型タイプⅠ・

内陸直下型タイプⅡ）の策定を行った。

キーワード：高規格堤防、動的変形解析、耐震対策、地盤改良、用地買収、レベル2地震動

Super-levees (high-standard levees) allow normal land use in super-levee special zones even after levee con-

struction. Super-levees, therefore, need to have seismic resistance comparable to that of the foundation ground of

a housing development site, and effective seismic strengthening is needed. Work is also underway to edit a guide-

line for the verification of the seismic performance of river structures including conventional rever dikes (earthen

dikes) against strong earthquake motion (Level-2 earthquake motion), and there is an urgent need for similar stud-

ies on seismic performance verification for super-levees and the establishment of an evaluation method.

This paper reports on a multi-faceted study of ways to achieve efficient seismic resintance in super levee proj-

ects and reviews seismic performance regulations against Level-2 earthquake motion. The study on efficient seis-

mic strengthening indicated the possibility of (1) the introduction of the dynamic deformation analysis method, a

new evaluation method to replace the conventional design philosophy (circular slip surface method), (2) the appli-

cation of an inclined injection method of ground improvement by which to solidify the ground directly under a

levee, and (3) reduction of seismic resistance cost achieved by, for example, acquiring part of the land on the land-

side of the levee. In the study on seismic performance regulations for Level-2 earthquake motion, the limit inclina-

tion angle of ground surface that can be regarded as an ultimate limit state was determined by reference to

reported cases of damage, and the input wave of Level-2 earthquake motion (interplate earthquake, Type-I; inland

near-field earthquake, Type-II) at the engineering sub-surface necessary for the dynamic deformation analysis

method were determined.

Key words : super-levee, dynamic deformation analysis, seismic resistance, ground improvement, land acquisi-

tion, Level-2 earthquake motion

リバーフロント研究所報告　第17号　2006年9月

－107－



1．調査研究の背景と目的
一般的な土構造物の耐震性評価では、震度法に基づ

いた円弧すべり計算手法による安全率評価が広く適用

されている。しかし、従来より円弧すべり計算手法は

安全側の設計思想であることが指摘されており、より

現実に即した耐震設計思想の確立や合理的な耐震設計

手法の検討が求められている状況にある。

特に、高規格堤防（スーパー堤防）は一般堤防と異

なり、堤防整備後も堤防上で通常の土地利用（宅地利

用など）が行われることから、一般堤防以上の耐震機

能の確保が求められ、地盤改良等の効率的な耐震対策

が大きな課題となっている。そのため、従来の設計思

想に代わる新しい耐震評価手法の導入が、効率的な耐

震対策を検討する上において大きな要素の一つになる

と考えられる。また、一般堤防（土堤）を含めた河川

構造物の大規模地震動（レベル2地震動）に対する耐震

性能照査指針（案）の編集が進められていることから、

高規格堤防においても同様の耐震性能照査の検討と評

価手法の確立が急務となっている。

本報告では、高規格堤防整備事業における効率的な

耐震対策に向け、設計面・施工面・施策面等から幅広

く検討を行うと伴に、レベル2地震動対応における耐

震性能規定等の整理も行った。

2．耐震対策費用と対象地盤条件
現在整備中の高規格堤防整備地区（27地区を選出）

の総事業費に対する液状化対策費の割合は12％程度で

あり、全体の地盤改良費（液状化対策費＋圧密沈下対

策費）に対する液状化対策費の割合は約92％を占めて

いる（図－1を参照）。そのため、効率的な液状化対策

の検討が、地盤改良費全体のコスト縮減につながる可

能性があると考えられる。

図－2には、一般堤防（土堤）の基礎地盤条件が異

なる場合（液状化の恐れのある地盤とない地盤）にお

ける過去の地震被害・無被害事例を、震度法による円

弧すべり計算手法（kh法・Δu法）より事後解析して

得られた安全率と被害実測による堤防天端部の沈下率

の関係で示した1）。液状化の恐れがない粘性土が主な

地盤構成となっている場合、すべり破壊による堤防の

被災事例はごく少なく、甚大な被害を与える堤防基礎

地盤の多くは砂質土地盤の液状化によるものであるこ

とが分かる。

以上より、今後検討する効率的な耐震対策は、液状

化対策を必要とする砂質土地盤を対象としたモデル地

盤で行うことが効果的であると考える。

3．標準断面モデルの設定
効率的な耐震対策に向けて検討すべき標準断面モデ

ルを設定する。液状化層厚の設定として、高規格堤防

整備地区の対象6河川の地質縦断図を200m間隔で読み

取り、Ｎ値が20以下の沖積砂層厚の整理を行ったもの

を図－3に示す。液状化層厚が7.5m以下の地域は全体

の約70％を占めているが、7.5～12.5mの液状化層厚は

全河川に分布していることから、安全側の評価を考慮

して標準断面モデルの液状化層厚を10mとした。また、

沖積低地は地表付近に砂層、その下に軟弱な粘性土の

地層構成を有している特徴があり、その代表断面とて

平成7年の兵庫県南部地震で甚大な被害を受けた酉島

地区（淀川）における地層断面を採用した。
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図－1 液状化対策費

図－2 一般堤防における地震被害事例



液状化強度（σd/2σco’）は、図－4に示す淀川、江

戸川、荒川における液状化試験結果から液状化パラメ

ータ（RL20）を設定した。しかし、繰返し回数（N）に

対する液状化強度のバラツキが大きいため、検討すべ

き液状化強度パラメータを最小値（RL20=0.16：シミュ

レーション1）と中間値（RL20=0.30：シミュレーショ

ン2）の2ケースとした。

図－5には、液状化層厚を10mとした場合の動的変

形解析手法で用いる標準断面モデルを示す。材料物性

値は酉島地区での地質調査結果や、過去、多くの研究

者によって検討された解析結果等を参考にして、盛土

部では湿潤密度が17.6kN/m3、内部摩擦角が35°、粘着

力が5kN/m2、液状化地盤（砂質土地盤）では湿潤密度

が18.6kN/m3、内部摩擦角が37°、変相角が28°、非液

状化地盤（粘性土地盤）では湿潤密度が15.7kN/m3、粘

着力が210kN/m2と想定した。また、ポアソン比と履

歴減衰上限値は一律0.333と0.18と仮定した。

4．動的変形解析手法の適用性の検討
標準断面モデル（液状化層厚10m）に対する液状化

層厚等の影響を検討するため、液状化層厚を3ケース

（5m・10m・15m）、ならびに、液状化強度（RL20）を2

ケース（0.16・0.30）とした場合の動的変形解析（コ

ードネーム：FLIP）結果を図－6に、その解析ケース

に対応させたΔu法による円弧すべり計算結果を表－1

に示した。また、所定の安全率（1.2）を満足させるた

めに必要な対策規模（Case4）としての改良体の物性

値は粘着力で196kN/m2としている。動的変形解析に

用いた工学的基盤面における入力波形は「高規格堤防

盛土設計・施工マニュアル、リバーフロント整備セン

ター、H.12」に従い、八戸波形（150gal）を採用して

いる。

地震時におけるRL20=0.30の場合（Case2）では、全

ての液状化層厚に対して所定の安全率1.2を確保してお

り、図－6で示した動的変形解析結果より得られる地

表面の鉛直変位量も規定の許容残留変位量（堤防天端

部50cm・高規格堤防特別区域20cm）を満足する結果

リバーフロント研究所報告　第17号　2006年9月

－109－

図－3 河川延長200m毎に整理した液状化層厚

図－4 液状化試験結果

図－5 標準断面モデル（有限要素モデル）

図－6 動的変形解析結果

表－1 円弧すべり計算（Δu法）結果



となった。一方、RL20=0.16の場合（Case3：赤字で表

示）では、全ての液状化層厚に対して所定の安全率を

確保することはなく、特に液状化層厚が15mの場合で

は鉛直変位量が大きくなり、液状化層厚が解析結果に

大きく影響することが予想される。また、所定の許容

残留変位量を満足しない部分は既設堤防裏法部付近に

集中しており、その後背部の特別区域においてはほと

んど許容値を満足している。ただし、液状化層厚が比

較的薄い場合（液状化層厚5m）では、Δu法による所

定の安全率を満足しなくとも、動的変形解析より得ら

れる変位量は許容残留変位量を満足する。この動的変

形解析の結果のみから地盤改良の必要性を判断すれ

ば、液状化層厚が5m未満の基礎地盤条件であれば地

盤改良が不要となる。液状化層厚が5m未満となる区

間を図－3に示す液状化層厚の整理結果から見ると、

液状化対象区間全体の約50％がその不要区間に該当す

ることが考えられる。

5．地盤改良（固化）工法の検討
高規格堤防は、既設堤防の堤内地側に幅広く盛土を

行うものであるため、例えばグラベルドレーン工法を

代表とする間隙水圧消散工法では地震時での排水処理

の問題、サンドコンパクション工法を代表とする締固

め工法では周辺への振動・騒音や中間土への適用性の

問題等、実用上の課題があり採用しづらいと考えられ

る。一方、深層混合処理工法を代表とする固化工法で

は、側方流動等の影響をも考慮した地盤改良工法を検

討した場合、改良地盤部の強度を上昇させ周辺地盤部

の変形（側方流動）抑止にも効果的であると同時に、

多くの施工実績や様々な技術開発が行われているた

め、効率的な耐震対策の可能性が大きいと考えられる。

表－2には、固化工法により地盤改良を行った場合

の動的変形解析結果を示した。堤体内に改良体を入れ

たケース4や既設堤防直下に改良体を設置するケース5

は堤防の構造や施工法に課題があるが、ここでは解析

結果に及ぼす影響等を把握するために解析を実施した
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表－2 改良体設置位置の検討結果



ものである。通常施工されている堤防表法尻部での地

盤改良ケース（ケース2）と比較してコスト縮減の可

能性のあるケースは、既設堤防直下に改良体を設置す

る場合（ケース5）と堤防表法尻部から堤防直下部へ

斜めに対策する場合（ケース6）であった。特に、効

率的な改良体設置条件はケース6となるが、改良体自

身の健全性（地下水位変動や上載荷重の影響など）の

確保を現場等で確認する必要がある。

6．堤防裏法部の土地利用制限と用地買収の検討
－暫定堤防による変位挙動の検討も含めて－

図－6に示した動的変形解析結果より、許容残留変

位量を満足しない範囲が既設堤防裏法区間に限定でき

るため、必要に応じて一部用地買収を行い、既設堤防

裏法部の土地利用制限を行うことにより耐震対策を不

要とし、コスト縮減につながることが考えられる。こ

の考えから、高規格堤防整備地区沿川の地価について

の整理を行い、各沿川地価と地盤改良費用の比較検討

による事業費削減の可能性を検討した。

図－7には検討対象とする断面モデルを示した。こ

の暫定断面モデルの横断方向の長さ（50m・100m）と

裏法面端部構造（暫定法面［土羽］・擁壁構造物）は、

暫定断面で整備されている約60地区を対象として河川

横断方向の暫定堤防幅と裏法面端部構造の整理を行っ
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図－7 検討断面モデル（暫定堤防）

地盤改良深度 10m 

地盤改良幅 5m 

改良体直径1mあたりの想定工事単価 12,800円/m 

堤防縦断方向1mあたりの工事費 640,000円/m

表－3 地盤改良対策費用（想定）

図－8 動的変形解析結果（完成断面および暫定断面）

表－4 地盤改良策費用で買収できる幅



た結果、比較的施工実績頻度が高いものを設定した。

また、表－3には今回検討する事業費削減の可能性に

関して比較対象となる地盤改良対策費用（想定）を示

した。

表－4には、各河川沿いにおける地価の平均金額と、

表－3に示した地盤改良対策費用相当で買収できる土

地（民地部分）の横断方向幅、ならびに、図－8に示し

た各検討断面の動的変形解析より得られた所定の許容

残留変位量（20cm）を満足しない範囲を示した。なお、

表－4に示した地価は表示地点が最も多い「固定資産

税路線価等」よりまとめたものである。完成断面モデ

ルで許容値を満足しない範囲は4m程度であり、どの

河川沿いの地価でも地盤改良対策として必要な費用内

でほぼ用地買収が可能である。ただし、暫定断面モデ

ルでは地盤の変状挙動が複雑で、特に盛土幅が狭い場

合（約6H）では比較的沿川土地が廉価な河川地域（例

えば、荒川上流・利根川下流・利根川上流・江戸川上

流）に限定すれば、地盤改良対策として必要な費用内

で買収が可能である。そのため、耐震対策を行うこと

なく既設堤防裏法部分の土地利用制限と一部用地買収

を組み合わせた方策が、全体の事業費削減につながる

ケースがあることが考えられる。

7．レベル2地震動対応に向けての検討
7－1 レベル2地震動対応の耐震機能の整理
レベル2地震動（大規模地震動）に対応する耐震機能

整理として、通常の土地利用がなされる高規格堤防特

別区域内で検討を行った。

表－5には、「宅地耐震設計マニュアル（案）、都市基

盤整備公団、H.14」や「建築基礎構造設計指針、日本

建築学会、H.13」、ならびに、既に国土交通省より示

されている「土木・建築にかかる設計の基本、H.14」

等を参考にして、レベル1地震動（中規模地震動）対応

をも含めた高規格堤防の基本性能（案）を、また、図－

9には耐震性能照査フロー（案）を示した。修復限界と

は常時対応における健全性確保を基本とする使用限界

と安全性確保を基本とする終局限界の間に位置付けら

れる限界状態であり、原則として地震発生後に堤防盛

土やその上にある建物の持つ機能を短期間で継続的な

使用が可能となる状態をいう。また、終局限界で示さ

れている「人命に対する安全性等の確保」とは、堤防

盛土の崩壊やその上にある建物の倒壊等により直接人

命に危害を与えることや、地盤の液状化により建物に

甚大な被害を与えるような地盤の変形を許容しないと

した要求水準である。

宅地造成地盤に関する主な指針類の改訂が、平成7

年の兵庫県南部地震以降行われているが、地震時にお

ける評価基準を定量的な値で示したものはない。さら

に、実際の地震によって高規格堤防盛土が被災した事

例は報告されていないことから、今後、設計基準に導

入される予定のレベル2地震動対応における終局限界

状態の目安値を把握しておく必要性はある。特に、建

物の倒壊要因となる極端な不同沈下（傾斜角）に至らな

いことを確認する方向で、終局限界に着目した住宅被

害に関する過去の文献2）等から建築基礎の限界傾斜角

を整理したものを表－6に示した。ただし、液状化が

直接的な原因となって人命を失った事例が見当たらな

いことを考慮すれば、表－6で示されている被害規模
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表－5 高規格堤防の基本性能（案）

図－9 高規格堤防の耐震性能照査フロー（案）

表－6 被災時での建物倒壊の建築基礎の限界傾斜角
に関しての整理結果



における大破や全壊等では人命損失を伴わないとして

いることに注意を要する。現在、耐震性評価手法とし

て用いている動的変形解析による傾斜角算出の予測精

度には限界があるが、表－6で示した過去の被害結果

より、例えば、20/1000～40/1000程度の傾斜角が高規

格堤防特別区域における目安値とすることが案の一つ

となる。また、住宅地以外の公園・緑地等は現在対策

を行っていないため、別途検討する必要がある。

平成17年度に改訂された「軟弱地盤技術指針、都市

再生機構、H.17」では、戸建住宅と戸建住宅以外の集

合住宅部での圧密沈下の目標値を区別して取り扱うよ

うに明記されており、戸建住宅にとっては厳しい設計

基準となる。特に、レベル1地震動対応における修復

限界状態を検討する場合では、対象とする建築構造物

基礎に対して耐震基準を変えていく必要性があるもの

と考える。

7－2 入力地震動（基本波形）策定に関して
入力地震動の設定方法には、大別して「標準的な入

力地震動を用いる方法」と、「建設地点ごとに入力地

震動を定める方法」の2種類の方法がある。一般的に

地震動は、建設地点で測定された複数の観測波形を用

いて、安全側の設計が可能となるように設定すること

を原則としているが、それらの内容を考慮した時刻歴

加速度波形（入力地震動波形）を作成するためには、

建設地点の地盤状態を詳細に調査し、活断層の位置や

地形等を考慮するなど、多大な労力が必要となる。ま

た、高規格堤防の施工延長は長く、建設地点ごとの入

力地震動を定めることは困難であるため、今回は発生

する地震の震源位置を特定しないとして、「道路橋示

方書（V耐震設計編）、日本道路協会、H.14」にまとめ

られている過去に地表面で観測された波形から算出し

た標準的な加速度応答スペクトルを利用した基本波形

を設定する。

一般的なレベル2地震動対応における耐震性評価を

行うためには、プレート境界型のタイプⅠと内陸直下

型のタイプⅡの2種類の入力波形を設定する必要があ

る。プレート境界型のタイプⅠ地震動は、未だ観測さ

れた記録がないため、大正12年の関東地震に対する多

くの研究結果や過去の観測記録の統計解析結果を基に

まとめられている「道路橋示方書（V耐震設計編）」を

参考にして作成する。また、内陸直下型のタイプⅡ地

震動も、タイプⅠと基本的には同様な考え方の基に、

兵庫県南部地震による実測波形から作成を行った。

表－7には、現行マニュアル（高規格堤防盛土設

計・施工マニュアル）の入力波形及び今回検討した入

力波形の概要を示した。また、図－10には、タイプⅠ

地震動を対象とした工学的基盤面の入力地震波形の作

成手順を示した。現行マニュアルでは既に動的変形解

析による中規模地震動に相当する基本波形の設定を行

っており、1968年5月の十勝沖地震（M=7.9）で観測

された八戸波による結果が一番大きな地盤変形を生じ

させる傾向にあった。この波の特徴としては固有周期
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表－7 今回検討した入力波形の概要

図－10 レベル2地震動タイプⅠ波形の作成手順



が比較的長く、軟弱地盤において地震動が増幅される

ことが知られており、また、過去の記録より最も大規

模な地震であるため、レベル2地震動対応波形の策定

に際して、八戸波をベースにしたタイプⅠ波形の作成

を行った。

今回策定した3波形（八戸波・神戸海洋気象台波・

大阪ガス葺合波）5成分の時刻歴加速度振幅波形と固

有周期に対する加速度応答スペクトルの関係を図－11

（a）（b）に示した。今後、位相特性の違い等を考慮し

たこれらの波形を用いた高規格堤防断面における動的

変形解析を行うことで、地表面変位量の一番大きく算

出される等の安全側での設計を見据えた入力波形を最

終的なレベル2地震動波形として採用する予定である。

8．まとめ
高規格堤防整備事業におけるコスト縮減対策の検

討、ならびにレベル2地震動対応に向けての耐震機能

の整理を行った結果を以下に示した。

1）液状化層厚が比較的薄い場合では、Δu法による所

定の安全率を満足しなくとも、動的変形解析より

得られる変位量は許容残留変位量を満足する傾向

にあるため、高規格堤防整備地区における液状化

対象区間全体の多くの区間で液状化対策不要とな

る可能性を示した。

2）固化工法による改良体設置位置の検討結果より、

堤防表法尻部から堤防直下部への斜め型地盤改良

工法の対策ケースにおいて、コスト縮減の可能性

があることを示した。

3）所定の許容残留変位量を満足しない部分が主に既

設堤防裏法部に限定できるため、比較的沿川の地

価が廉価な河川においては必要に応じて一部用地

買収等による土地利用制限を行い、耐震対策を縮

小することで全体の事業費削減となる可能性を示

した。

4）レベル2地震動に対する耐震基準は、建物の終局限

界状態に着目した被災時での建物倒壊の限界傾斜

角に関する文献等を整理した結果より、20/1000～

40/1000程度の傾斜角が高規格堤防特別区域におけ

る耐震性能規定の目安値の一つになることを示し

た。

5）動的変形解析に用いるレベル2地震動対応での工学

的基盤面における入力波形として、「道路橋示方書」

にまとめられている標準的な加速度応答スペクト

ルを利用した3波形（八戸波・神戸海洋気象台波・

大阪ガス葺合波）5成分の基本波形（タイプ1・タ

イプⅡ）の策定を行った。
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図－11（a） タイプⅠ地震動の入力波形

図－11（b） タイプⅡ地震動の入力波形




